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乙とを証明しなければならない。
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て上訴の管轄権を認める乙とを可能にする。そ 概念は、無限 操作 受けうるもので ないが、多くの役割を演じている。そ 範聴に入る命令で最も一般的 認められているものは、事実審理裁判所の訴訟手続の過程においてなされた命令に従う乙とを拒否して侮辱した当事者を拘留する命令である。しかし、
その他の多くの命令も、
それに分類
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そ し て 、
ω
ほとんどの命令は、或事情の下では、民間)胃
























































ユ2 5 0 q m u
宮口出件。同町三会司 )を求める
慣例化した手段となったのであり、程度は落ちるが他の若干の州でもそうである。そこでの令状は、提起された問題が、特定の事件で重大 実際上の重要性を有するか又 手続法の問題として一般的重要性を有する場合にはいつも許される。連邦制度を含む他の法域においては、令状が与えられることははるかに少ないのであり、今述べた両条件が存すると認定された場合にのみ利用しうるのである。
百 円 由 同








それが利用される場合よりもは かに広い意義を乙 文脈において 有してい 。他方、
令状手続は、
上訴の実務




当化、そ一不す事件でのみ上一訴裁判所が救済 与えることを許して る。それにもかかわらず 令状手続は、もし『通常の 』
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手 ぬ ま 回 目



























命令に対する上訴ぞ受理すること 同意 なければならない。したがって、もし事実審理裁判官がその命令を確認する乙とを拒否 場合には、不服ある当事者の唯一の救済手段は、非常の令状を求めるか終局裁判を待つことである。
概してこれらの古おユ
c n 5 0 4 5 4
芯さのための規定は、中間上訴による訴訟を氾濫させることなく終局裁判規則の
厳格さを和らげつつ、十分に作用してきた。他方、事実審理裁判官 、中間上訴 特定の命令に関して適切であると信じるかどう??授には指摘できるが、この点に閤向上する彼の反対意見が、上訴裁判所が去三昂ぎを許すことを妨げないような手続については、言うべきことが多くあ そのような手続は、ロお(ゲ) カリフォルニア州の非常の令状手続との諸要索を幾らか組み合せるであろう。
そしてそれは、現代の手続上の関係において
古 件 。 ュ
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関係においては、判例は、もしそうでなければ衡平法上の考慮が を除くために作用する場合に 、少なからず無効を認定しがちであることを示している。もし極端な事情 ある であれば、
別の手段は、き













































































一 四 一 一 一
一四回
本章第一三節で述べられた条件が充足された乙とばかりでなく、新たな証拠が、本案に関して異なる決定に導きそうであること及びそれが、通常の開示手続を通して又は豆回目直後の出口巾者同ユ曲目白















て、尖鋭的である。したがってそれは、過去においてそうであったよりも、将来にお てははるかに厄介になる恐れが、ある。もし裁判を取り消 た の根拠 して 法律の変更の自由 大きけ ば、法律問題 依拠する裁判は、法律が静的で 鎖域 のみ有効に終局的であろ 予見するためにはほとんど想像 必要としない。変更した決定裁判 『基づいて』い かどうか 関 方式によって問題 十分に処理されうるという示唆が されていた。もっと適切な方向は 継続的効力を有する裁判、 とえば長期の差止及び身分の決定にこの理由を制限し、更に、
その法
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の下で取り消されうる。































































































には、異なった接近をする。乙の接近における決定的な問題は、まず第一に、裁判の名宛人たる当事者が当初の訴訟で管轄問題を争う機会を有していたかどうかであり、第二に、もし披がそのような機会を有していたとして、彼にそうする第二の機会を与える強力な政策的理由があるかどうかである。その問題は三つの関係におい あらわれる。すなわち、管轄問題が当初の訴訟で現実に提出された場合、裁判で負けた当事者 管轄を争う 得たうえで訴訟に出席したが管轄問題を提出しなかった場合、
そして、樺怠によって裁判がなされた場合。
もし管轄問題が最初の訴訟で提出され判断されておれば、現代の見解は、裁判所がその管轄権を決定する予備的管
轄権を有しているととを前援にして、裁判はその後の攻撃に服さない というととである。いく人かの権威者は、制限的管轄権を有する裁判所には乙の規則が適用されない、という乙とを示唆している れども、なぜ適用すべきでないのかという理由がな ように思われる。管轄問題の誤った決定は、上訴文は非常の令状を通 て
8 4
回目当によって
救済されうるのであり、その な救済手段の追求に失敗 と そ 争点を 後に争う乙 は排除されるべきであ
る。もし裁判で負けた当事者が訴訟に出席したとすれば、ほとんど同様に、事物管轄の問題が、裁判に対する事後の攻
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らば、裁判は、人の権利を、終局的に完結さ たものとして取り扱いう 唯一の根拠で ないからである。
ジェイムズ日ハザード・民事裁判手続
一 四 九
